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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の面にて圧力を受け、その圧力により電荷を発生する圧電素子を備えた圧電センサ
において、
　前記圧電素子は、圧力を受けて電荷を発生する圧電薄膜層と前記圧電薄膜層から発生す
る電荷を取り出す上部電極とを備えており、
　前記上部電極は、前記圧電薄膜層の前記第１の面とは反対の第２の面における外周側の
領域のみと接しており、
　前記圧電素子の前記第２の面に設けられた、導電性の棒状部材であって軸方向の一端面
に凹部のない導電部材が、該端面で前記上部電極と接していることによって、前記導電部
材と前記圧電素子とが電気的に接続されていると共に、前記第２の面と前記導電部材との
間に空間が形成されていることを特徴とする圧電センサ。
【請求項２】
　前記上部電極は、前記圧力が作用して前記圧電素子の内部に生じる圧縮応力によって発
生する電荷を取り出すように設けられていることを特徴とする請求項１に記載の圧電セン
サ。
【請求項３】
　前記圧電素子を装着するための筐体を備えており、
　前記圧電薄膜層は前記筐体の前端壁に形成され、この前端壁における前記圧電薄膜層が
形成されている部分はダイアフラムとして機能するように加工されていることを特徴とす
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る請求項１に記載の圧電センサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関のエンジン内部や、原子力発電所等のプラント内部のような高温環
境下で、アコースティックエミッションや、振動、加速度といった物理量を、圧電性セラ
ミックス薄膜素子によって検出する圧電センサに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　原子力発電所などのプラントにおける配管やバルブ、または内燃機関のエンジンなどの
高温雰囲気を生じる構造物の異常探知を行うために、構造物の内部にセンサを設置してい
る。例えば、構造物に亀裂や割れが生じる時に発生する弾性波であるアコースティックエ
ミッションを検出するアコースティックエミッションセンサや、異常振動、加速度の情報
を検出する圧電型の振動センサが用いられており、これらには、圧縮型、片持ち梁型、ダ
イアフラム型、せん断型等種々の形式のものが知られている。
【０００３】
　この中で、圧縮型の薄膜型圧電センサは、特許文献１に記載されているように（図１に
示すように）、台座、台座側電極、圧電体、荷重体側電極、及び荷重体を順次積層した積
層体からなり、その台座の下面を構造物に取り付けて使用されるものである。構造物に振
動が発生すると、その振動がセンサの台座側に伝達される。そして、センサの台座側に伝
達された振動が圧電体に伝達され、圧電体に振動加速度に比例した圧縮応力、または引張
応力が発生する。そして、その応力に比例した電気信号（電荷）が圧電体の両面に発生し
、圧電体両側に配設された上記２枚の電極がその電荷を取り出す。その取り出された電荷
を測定することによって構造物の振動の大きさや加速度を検出することができる。
【０００４】
　従来、このような圧電型のセンサに用いられる圧電体としては、表１に示すような種々
のものが使用されている。
【０００５】

【表１】

【０００６】
　特許文献１および２には、圧電体としてチタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）やポリフッ化
ビニリデン（ＰＶＤＦ）を使用した圧電センサの一例が開示されている。ところが、これ
らの圧電体はキュリー温度が低く、その適用限界温度は最高でも３００℃程度である。こ
れに対して、構造物の内部は高い燃焼温度（５００℃前後）となる。そのため、その内部
に設置される圧電センサの圧電体は、かなりの高温（４００℃前後）となり、キュリー温
度に達してしまう。圧電体がキュリー温度を超える高温になると、圧電特性が劣化し使用
に耐え得ないものとなる。そのため、上記のようなキュリー温度の低い圧電体を使用する
場合には、特許文献３に記載されているように、圧電体を適温に維持するための冷却手段
を別途設ける必要がある。しかしながら、冷却手段を設けることによって圧電センサは、
その構造が複雑化し、コストが増大化してしまうという問題が生じる。
【０００７】
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　そこで、上記の問題を解決するために、キュリー温度が高い圧電体を高温環境下で使用
する方法が考えられる。特許文献４には、キュリー温度の高いニオブ酸リチウム（ＬｉＮ
ｂＯ３）を使用する方法が開示されている。ニオブ酸リチウムは、表１に示すように、キ
ュリー温度が約１２１０℃であり、冷却手段を用いることなく高温環境下での使用が可能
である。ところが、ニオブ酸リチウムは加工性に劣り、薄膜化が困難であり、また単結晶
体の状態でなければ圧電特性が得られないという問題点がある。さらに、作製や加工が困
難でコストがかかるという問題点もある。
【０００８】
　また、圧電体に水晶を使用した場合にも、上記と同様に薄膜化が困難であるという問題
点がある。
【０００９】
　そこで、これらの問題点を解決する方法の一例が特許文献５に開示されている。上記特
許文献５の圧電センサは、キュリー温度が存在しない圧電体、例えば、窒化アルミニウム
（ＡｌＮ）や酸化亜鉛（ＺｎＯ）を利用したものである。具体的には、上記圧電センサは
、金属ダイアフラム上に、下地層、圧電薄膜層（窒化アルミニウム）、および上部電極が
この順に積層して形成されており、圧電薄膜層から発生する電荷を取り出す上部電極に信
号出力棒が圧着固定されている。そして、金属ダイアフラムが外部から受けた圧力が圧電
薄膜層に伝達され、その圧力に応じて圧電薄膜層が電荷を発生する。この電荷を信号出力
棒を介して測定することによって前記圧力を検出するものである。これにより、小型で耐
熱性に優れた低価格の圧電センサを実現することができる。
【特許文献１】特開平６－１４８０１１号公報（公開日１９９４年５月２７日）
【特許文献２】特開平１０－２０６３９９号公報（公開日１９９８年８月７日）
【特許文献３】特開平５－２０３６６５号公報（公開日１９９３年８月１０日）
【特許文献４】特開平５－３４２３０号公報（公開日１９９３年２月９日）
【特許文献５】特開２００４－１５６９９１号公報（公開日２００４年６月３日）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　ところが、上記従来の構成では、圧電素子の圧電体として、表１に示すような圧電定数
ｄ３３の小さい窒化アルミニウムを用いているため、外部からの圧力に応じた電荷を十分
に発生することができない。また、この圧電素子が信号出力棒に密着固定されているため
、外部からの圧力による圧電素子の変形量が制限されてしまう。圧電素子は外部からの圧
力により変形し、その内部に生じる応力に応じて電荷を発生するものであるため、圧電素
子の変形量が小さいと外部からの圧力に応じた電荷を正確に発生することができない。し
たがって、このような圧電素子を使用した圧電センサは感度が低いという問題点がある。
特に、構造物の異常を検出するためのセンサは、僅かな異常をも検出する必要があるため
、その感度は重要な問題である。また、表１に示す圧電定数ｄ３３が大きい他の圧電体は
、上述した問題が生じるため高温環境下での使用には適さない。
【００１１】
　ここで、上記圧電定数ｄ３３とは、圧電体に加えられる圧力に対して該圧電体から発生
する電荷量を表す値である。つまり、圧電定数ｄ３３の値が大きければ発生する電荷量が
多いということである。そして、発生する電荷量が多い程、加えられる圧力が僅かでもそ
の圧力に応じた電荷を発生させることができる。したがって、この電荷量の多さは圧電素
子の感度に影響を与えるものである。
【００１２】
　本発明は、上記の問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、感度の低い圧電素
子を使用して、高感度が得られる圧電センサを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明に係る圧電センサは、上記の課題を解決するために、第１の面にて圧力を受け、
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その圧力により電荷を発生する圧電素子を備えた圧電センサにおいて、前記第１の面とは
反対の第２の面が臨む領域に空間が形成されていることを特徴としている。
【００１４】
　圧電素子は、外部から力を受けて変形すると、その内部に圧縮応力および引張応力が発
生し、この応力に応じた電荷を発生する。したがって、変形量が大きければその内部に発
生する応力も大きくなり、より多くの電荷を発生する。
【００１５】
　上記の構成によれば、圧電素子の第１の面とは反対の第２の面が臨む領域に空間が形成
されているので、圧力を受けた圧電素子は、圧力の方向つまり空間の方向へ、その圧力に
応じて撓むことができる。このように、圧力を受ける面とは反対の面に空間を形成するこ
とによって、圧電素子は妨害されることなく空間の方向へ撓むことができる。これにより
、外部で発生する圧力が僅かでも、圧電素子を撓ませることができるため、圧電素子はそ
の圧力に応じた電荷を正確に発生することができる。したがって、感度の低い圧電素子を
使用した場合であっても高感度の圧電センサを得ることができる。
【００１６】
　本発明に係る圧電センサでは、前記圧電素子の前記第２の面に導電部材をさらに備えて
おり、前記導電部材が、前記圧電素子と電気的に接続されている接続面が前記圧電素子の
前記第２の面における外周側の領域のみと接していることが好ましい。
【００１７】
　上記の構成によれば、導電部材は、圧電素子の圧力を受ける面とは反対の電荷を発生す
る面における外周側の領域のみと接しているので、圧電素子における電荷が発生する側に
は、空間が形成されている。そのため圧力を受け取った圧電素子は、圧力の方向つまり空
間の方向へ撓むことができ、その内部に発生する応力に応じて電荷を発生する。そして、
圧電素子から発生した電荷を導電部材が取り出すことによって圧電素子に加えられた圧力
を検出することができる。このように、圧電素子は、電荷を取り出す導電部材に妨害され
ることなく空間の方向へ撓むことができるため、その圧力に応じた電荷を正確に発生する
ことができる。したがって、感度の低い圧電素子を使用した場合であっても高感度の圧電
センサを得ることができる。
【００１８】
　本発明に係る圧電センサでは、前記導電部材は、導電性の棒状部材であって軸方向の一
端面が前記接続面となり、この接続面の中央部寄りの位置に凹部が形成されていることが
好ましい。
【００１９】
　上記の構成によれば、導電部材における、導電部材と圧電素子との接続面の中央部寄り
の位置に凹部が形成されている。これにより、圧電素子の圧力を受ける面とは反対の面側
には空間が形成されることになる。したがって、圧電素子が外部から圧力を受けると、そ
の圧力に応じて圧力の方向、つまり、導電部材の凹部の内部方向に導電部材に妨害される
ことなく撓むことができる。そして、圧電素子の撓みに応じた応力が圧電素子の内部に発
生し、その応力に応じた電荷が発生する。このように、導電部材に凹部を形成することに
よって圧電素子は撓むことができる。
【００２０】
　本発明に係る圧電センサでは、前記圧電素子を装着するための筐体をさらに備えており
、前記筐体の前端壁に形成される開口部が前記第１の面に位置し、前記第２の面に配置さ
れた前記棒状部材により前記圧電素子が前記前端壁と前記棒状部材との間に固定されてい
ることが好ましい。
【００２１】
　上記の構成によれば、圧電素子を装着するための筐体の前端壁に開口部が形成されてお
り、その開口部は前記第１の面に位置している。そして、前記第２の面に配置された棒状
部材により圧電素子が前記前端壁と棒状部材との間に固定されている。
【００２２】
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　これにより、圧電素子は、その圧力を受ける面（第１の面）が開口部から露出した状態
で、開口部が形成される筐体の前端壁と棒状部材との間に固定される。したがって、圧電
素子は、外部からの圧力を受け、その圧力の方向にのみ撓むことができる。
【００２３】
　本発明に係る圧電センサでは、前記圧電素子は、該圧電素子から発生する電荷を取り出
す上部電極を備えており、前記上部電極は、前記圧力が作用して前記圧電素子の内部に生
じる圧縮応力または引張応力によって発生する電荷を取り出すように設けられていること
が好ましい。
【００２４】
　圧電素子は、撓みが作用してその内部に圧縮応力と引張応力とが発生する。具体的には
、圧電素子に圧力が加わり撓みが発生したとき、圧電素子の中央付近は両端方向へ引っ張
られる。これにより、圧電素子の中央付近には引張応力が発生する。一方、圧電素子の両
端付近は収縮方向へ圧縮される。これにより、圧電素子の両端付近には圧縮応力が発生す
る。
【００２５】
　ところで、圧電素子において圧縮応力によって発生する電荷と引張応力によって発生す
る電荷とは、その極性が異なる。そのため、電極層によって両応力により発生する電荷を
取り出すと、互いに相殺されてしまい十分な電荷を取り出すことができない。
【００２６】
　上記の構成によれば、上部電極が、圧電素子の圧縮応力または引張応力によって発生す
る電荷を取り出すように設けられている。
【００２７】
　これにより、例えば、上部電極は、圧縮応力によって発生した電荷を引張応力によって
発生した電荷に相殺されることなく、圧電素子から取り出すことができる。したがって、
上部電極は、圧電素子から十分な量の電荷を取り出すことができる。これにより、圧電素
子に加わる圧力が僅かでも、圧電素子からより多くの電荷を取り出すことができるため、
外部で発生した僅かな圧力をも検出することができる。
【００２８】
　本発明に係る圧電センサでは、前記圧電素子は、圧力を受けて電荷を発生する圧電薄膜
層と前記圧電薄膜層から発生する電荷を取り出す上部電極とを備えており、前記上部電極
は前記圧電薄膜層の前記第２の面における外周側の領域のみと接していることが好ましい
。
【００２９】
　上記の構成によれば、上部電極は、圧電薄膜層の圧力を受ける面とは反対の電荷を発生
する面における外周側の領域のみと接しているので、圧電薄膜層における電荷が発生する
側には、空間が形成されている。そのため、圧力を受け取った圧電薄膜層は、圧力の方向
つまり空間の方向へ撓むことができ、その内部に発生する応力に応じて電荷を発生する。
そして、圧電薄膜層から発生した電荷を上部電極が取り出すことによって圧電素子に加え
られた圧力を検出することができる。
【００３０】
　本発明に係る圧電センサでは、前記圧電素子を装着するための筐体を備えており、前記
圧電素子は、圧力を受けて電荷を発生する圧電薄膜層を備えており、前記圧電薄膜層は前
記筐体の前端壁に形成され、この前端壁における前記圧電薄膜層が形成されている部分は
ダイアフラムとして機能するように加工されていることが好ましい。具体的には、圧電薄
膜層が形成される前端壁の厚さを０．００５ｍｍ以上１０ｍｍ以下とすることが好ましい
。
【００３１】
　上記の構成によれば、圧力を受けて電荷を発生する圧電薄膜層が筐体の前端壁に直接形
成されている。そして、圧電薄膜層が形成されている前端壁はダイアフラムとして機能す
るように加工されている。ここで、ダイアフラムとは、加えられる圧力に応じて変形する
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膜状体を言う。
【００３２】
　これにより、圧力を受ける前端壁は圧力の方向に撓むことができ、この撓みに付随して
圧電薄膜層も撓むことができる。このように、圧電薄膜層は筐体に直接形成されても撓む
ことができるため、圧電素子の構成を簡略化できる。したがって、小型でコストの低い高
感度の圧電センサを得ることができる。
【００３３】
　本発明に係る圧電センサでは、前記圧電素子を装着するための筐体を備えており、前記
圧電素子は、前記第１の面側に位置する圧力伝達部材と、前記第２の面側に位置する、圧
力を受けて電荷を発生する圧電薄膜層と、前記圧電薄膜層から発生する電荷を取り出す上
部電極とを備えており、前記筐体は開口部を有し、前記圧力伝達部材は、前記圧電薄膜層
と前記上部電極とが前記筐体内部に収容され、かつ前記圧力伝達部材の外周側の領域のみ
が前記開口部の周囲の領域と接するように前記開口部に設けられていることが好ましい。
【００３４】
　上記の構成によれば、圧力を受ける圧力伝達部材は、圧電薄膜層と上部電極とを収容す
る筐体における開口部の周囲の領域と接するように前記開口部に設けられている。
【００３５】
　これにより、筐体と圧力伝達部材とは、外周側の領域以外つまり中央側の領域において
接することがない。すなわち、筐体の内部方向、つまり圧電薄膜層における電荷が発生す
る側には空間が形成されている。そのため圧力を受け取った圧力伝達部材は、圧力の方向
つまり空間の方向へ撓むことができ、その撓みに付随して圧電薄膜層も撓むことができる
。このように、圧力を受ける面とは反対の面に空間を形成することによって、圧電素子は
妨害されることなく空間の方向へ撓むことができる。
【００３６】
　本発明に係る圧電センサでは、前記上部電極に導線が接続されていることが好ましい。
【００３７】
　上記の構成によれば、上部電極に導線が接続されているので、圧電薄膜層から発生した
電荷は導線にて取り出される。そして、取り出された電荷を検出することによって、圧力
伝達手段に加えられた圧力を検出することができる。
【００３８】
　本発明に係る圧電センサでは、上部電極は、円環状部材であって一面が前記圧電薄膜層
と接続する接続面となり、この接続面が前記圧電薄膜層の前記第２の面における外周側の
領域のみと接していることが好ましい。
【００３９】
　上記の構成によれば、円環状の上部電極は、圧電薄膜層の第２の面における外周側の領
域のみと接しているので上部電極の内部は中空空間が形成されている。したがって、圧電
薄膜層は上部電極の空間方向に撓むことができる。
【００４０】
　本発明に係る圧電センサでは、前記圧電素子は、該圧電素子から発生する電荷を取り出
す上部電極を備えており、前記上部電極は、前記圧力が作用して前記圧電素子の内部に生
じる圧縮応力によって発生する電荷および引張応力によって発生する電荷を、それぞれ個
別に取り出すように設けられていることが好ましい。
【００４１】
　圧電素子は、外部からの圧力により生じる撓みが作用して、その内部に圧縮応力および
引張応力が発生する。しかしながら、圧電素子において圧縮応力によって発生する電荷と
引張応力によって発生する電荷とは、その極性が異なるため、電極層によって両応力によ
り発生する電荷を取り出すと、互いに相殺されてしまい十分な電荷を取り出すことができ
ない。
【００４２】
　これに対して、上記の構成によれば、上部電極は、圧縮応力によって発生する電荷およ



(7) JP 4883768 B2 2012.2.22

10

20

30

40

50

び引張応力によって発生する電荷を、それぞれ個別に取り出すように設けられている。
【００４３】
　これにより、圧縮応力によって発生した電荷と、引張応力によって発生した電荷とを別
々に取り出せるため、両者を足し合わせた十分な量の電荷を検出することができる。なお
、両者を足し合わせて、増幅した電荷（出力）を得るためには、一方の電荷の極性を反転
させることにより可能となる。これにより、圧電素子に加わる圧力が僅かでも、圧電素子
全体からより多くの電荷を取り出すことができるため、外部で発生した僅かな圧力をも検
出することができる。すなわち、圧電センサの感度をより向上させることができる。
【００４４】
　本発明に係る圧電センサでは、前記圧電素子は、圧力を受けて電荷を発生する圧電薄膜
層と前記圧電薄膜層から発生する電荷を取り出す上部電極とを備えており、前記上部電極
は、前記圧電薄膜層の前記第２の面における、外周側の領域および中央部寄りの領域にそ
れぞれ個別に設けられていることが好ましい。
【００４５】
　ここで、圧電素子は、外部からの圧力により生じる撓みが作用して、前記第２の面にお
ける外周側の領域には圧縮応力が発生し、前記第２の面における中央部寄りの領域には引
張応力が発生する。
【００４６】
　上記の構成によれば、上部電極は、圧電薄膜層の圧力を受ける面とは反対の電荷を発生
する面における、外周側の領域および中央部寄りの領域にそれぞれ個別に設けられるため
、圧縮応力によって発生する電荷および引張応力によって発生する電荷を、それぞれ個別
に取り出すことが可能となる。
【００４７】
　したがって、いずれか一方の電荷の極性を反転させる方法等により、圧縮応力および引
張応力によって発生した電荷を足し合わせた十分な量の電荷を検出することができる。こ
れにより、圧電素子に加わる圧力が僅かでも、圧電素子からより多くの電荷を取り出すこ
とができるため、外部で発生した僅かな圧力をも検出することができる。すなわち、圧電
センサの感度をより向上させることができる。
【発明の効果】
【００４８】
　本発明に係る圧電センサは、以上のように、第１の面にて圧力を受け、その圧力により
電荷を発生する圧電素子を備えた圧電センサにおいて、前記第１の面とは反対の第２の面
が臨む領域に空間が形成されている構成である。
【００４９】
　これにより、外部で発生する圧力に応じて圧電素子を空間内部に撓ませることができ、
この撓みに応じた電荷を正確に発生させることができる。したがって、感度の低い圧電素
子を使用して、高感度が得られる圧電センサを提供することができるという効果を奏する
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５０】
　本発明の実施の一形態について図１～図１３に基づいて説明すれば、以下の通りである
。なお、本実施の形態では、圧電センサを内燃機関に適用した場合を例にとって説明する
。
【００５１】
　図１は、本実施の形態にかかる、圧電センサの概略構成を示す断面図である。
【００５２】
　圧電センサ１は、内燃機関シリンダ内から発生する圧力を検知することによって、当該
シリンダ内の異常を検出するものである。圧電センサ１は、信号伝達部２および圧電素子
１０を備えている。
【００５３】
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　圧電素子１０は、上記シリンダ内で発生する圧力を受けて、該圧力に応じた電荷を発生
するものである。なお、圧電素子１０の詳細については後述する。
【００５４】
　信号伝達部２は、筐体２０、信号出力棒（導電部材、電極層）３０および電気絶縁環柱
４０を備えている。信号伝達部２は、圧電素子１０から発生された電荷を信号出力棒３０
を介して信号搬送用ケーブル（図示せず）に検出信号として伝達するものである。
【００５５】
　筐体２０は、前部筐体２２と後部筐体２１とを軸方向の前後に備え、その内部には前端
から後端まで貫通した軸孔５０が形成されている。なお、筐体２０は、高温となる内燃機
関に備えられるため、耐熱性金属により構成されていることが好ましい。
【００５６】
　後部筐体２１は、大径部２１ａと小径部２１ｂとを軸方向の前後に備えており、当該大
径部２１ａは内径および外径が小径部２１ｂのそれらよりも大きくなっている。大径部２
１ａの内部には、図示しない信号搬送用ケーブルを取り付けるためのコネクタが挿嵌され
る。
【００５７】
　前部筐体２２は、外径が大きい大径部２２ａと外径が小さい小径部２２ｂとを軸方向の
前後に備えている。前部筐体２２の内部には上記軸孔５０の一部を構成する大径孔５１が
形成され、大径部２２ａの大径孔５１には後部筐体２１の小径部２１ｂが例えば螺合によ
り嵌合されている。
【００５８】
　小径部２２ｂの前端壁２２ｄには、外部からの圧力を取り入れるために、大径孔５１よ
りも小径の開口部５３が形成されている。さらに、上記前端壁２２ｄの内面における開口
部５３の周りには、圧電素子１０を載置するための段部２２ｃが形成されている。
【００５９】
　軸孔５０は、小径部２２ｂ側の径の大きな大径孔５１と、小径部２１ｂ側の径の小さな
小径孔５２との連接孔である。大径孔５１には、当該大径孔５１の孔径よりも僅かに小さ
い外径を有する筒状の電気絶縁環柱４０が挿嵌されており、電気絶縁環柱４０の貫通孔に
は金属製の信号出力棒３０が設置されている。
【００６０】
　信号出力棒３０は、丸棒状であり、その前端側の外径が他の部分よりも大きく、段部３
１を備えている。また、信号出力棒３０の前端面には、凹部３２が形成されている。した
がって、信号出力棒３０の前端面はリング状の円環状面となっている。なお、凹部３２の
形状は、特に限定されるものではなく、例えば、円柱状、角柱状、円錐状、角錐状などを
適宜選択することができる。
【００６１】
　また、信号出力棒３０の後端部は、後部筐体２１の小径部２１ｂにおける小径孔５２を
貫通して大径部２１ａの内部まで達し、図示しない信号搬送ケーブルと接続される。また
、信号出力棒３０の前端面には金属製の電極３３が設けられており、電極３３は前部筐体
２２の小径部２２ｂの段部２２ｃにおいて圧電素子１０と接触できる構成である。
【００６２】
　開口部５３はシリンダ内部に位置しており、シリンダ内部で発生する圧力は開口部５３
から進入し、圧電素子１０に到達する。また、信号出力棒３０は、軸孔５０において圧電
素子１０および電気絶縁環柱４０とのみ接触しており、筐体２０からは電気的に絶縁され
ている。
【００６３】
　圧電センサ１は以上のような構成である。ここで、圧電センサ１の組立方法について以
下に説明する。
【００６４】
　まず、圧電素子１０は前部筐体２２の段部２２ｃに載置される。このとき、圧電素子１
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０の前端面（第１の面）は、前部筐体２２の開口部５３から露出した状態となる。次に、
信号出力棒３０が前部筐体２２内に挿入され、圧電素子１０の後端面（第２の面）と接触
し固定される。次に、電気絶縁環柱４０が、その内部に信号出力棒３０を嵌通させながら
前部筐体２２内に挿入され、信号出力棒３０の前端の段部３１と接触し固定される。その
後、後部筐体２１の小径部２１ｂが前部筐体２２の大径部２２ａ内に挿入され、後部筐体
２１の前端壁が電気絶縁環柱４０の後端壁を押し込む。そして、圧電素子１０と信号出力
棒３０と電気絶縁環柱４０とが、前部筐体２２の内部で圧着した状態で固定される。以上
の方法によって、圧電センサ１を形成することができる。
【００６５】
　次に、図２を用いて圧電素子１０について詳細に説明する。図２は、本実施の形態にか
かる圧電素子１０を示す断面図である。
【００６６】
　圧電素子１０は、金属ダイアフラム（圧力伝達部材）１１上に、下地層１２、圧電薄膜
層１３および上部電極１４がこの順に成膜されてなるものである。
【００６７】
　それぞれの成膜には、物理気相成長法（ＰＶＤ）法、すなわち、物理的方法で物質を蒸
発させ、成膜する部材上で凝縮させて薄膜を形成する方法を用いることができる。具体的
には、例えば、抵抗加熱蒸着または電子ビーム加熱蒸着等の真空蒸着法、ＤＣスパッタリ
ング、高周波スパッタリング、ＲＦプラズマ支援スパッタリング、マグネトロンスパッタ
リング、ＥＣＲスパッタリングまたはイオンビームスパッタリング等の各種スパッタリン
グ方法、高周波イオンプレーティング法、活性化蒸着またはアークイオンプレーティング
等の各種イオンプレーティング法、分子線エピタキシー法、レーザアプレーション法、イ
オンクラスタビーム蒸着法、並びにイオンビーム蒸着法などの方法である。
【００６８】
　金属ダイアフラム１１は、圧力が発生するシリンダ内の空間と接しており、開口部５３
から進入してきた該シリンダ内で発生した圧力を受ける。そして、金属ダイアフラム１１
は、上記圧力を下地層１２を介して圧電薄膜層１３に伝達するものである。また、金属ダ
イアフラム１１は、圧電素子１０を支える基板としての機能も有している。なお、ダイア
フラムとは、加えられる圧力に応じて変形する膜状体を言う。したがって、金属ダイアフ
ラム１１は、外部から圧力を受けることによって撓みが発生するものである。
【００６９】
　なお、金属ダイアフラム１１は、高温となる内燃機関シリンダ内に設置されるため耐熱
性を有している必要がある。そのため、金属ダイアフラム１１は、例えば、インコネルま
たはＳＵＳ６３０相当の耐熱金属材料を使用するのが好ましい。また、金属ダイアフラム
１１における、圧電薄膜層１３を形成する側の表面は、圧電薄膜層１３のひびや剥がれを
防ぐため、また、結晶軸の配向性を高めるために、研磨や化学的な方法によって鏡面加工
していることが好ましい。
【００７０】
　下地層１２は、金属ダイアフラム１１と当該下地層１２上に成膜される圧電薄膜層１３
との緩衝層である。また、下地層１２は、圧電薄膜層１３の極性の配向、結晶軸の配向お
よび金属ダイアフラム１１との濡れ性の改善などの役割を有している。さらに、下地層１
２は下部電極としての機能を有している。
【００７１】
　なお、下地層１２の材料としては、ＴｉＮ、ＭｏＳｉ２、Ｓｉ３Ｎ４、Ｃｒ、Ｆｅ、Ｍ
ｇ、Ｍｏ、Ｎｂ、Ｔａ、Ｔｉ、Ｚｎ、Ｚｒ、Ｗ、Ｐｔ、Ａｌ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｐｄ、Ｒｈ、
Ｉｒ、Ｒｕ、ＡｕまたはＡｇを用いることができ、単層または複数の材料を用いた２層以
上の複層とすることができる。
【００７２】
　圧電薄膜層１３は、圧電特性を有するものであり、外部からの圧力を受けることによっ
て電荷を発生するものである。具体的には、圧電薄膜層１３には、金属ダイアフラム１１



(10) JP 4883768 B2 2012.2.22

10

20

30

40

50

に生じた撓みに付随して、撓みが発生する。そして、圧電薄膜層１３の撓みに応じて、圧
電薄膜層１３の内部に圧縮応力および引張応力が発生する。そして、この内部応力の働き
によって、圧電薄膜層１３から電荷が発生する。このように、圧電薄膜層１３は、圧力を
受けることによって、その圧力に応じた電荷を発生する。なお、圧電薄膜層１３は、窒化
アルミニウム（ＡｌＮ）または酸化亜鉛（ＺｎＯ）を、スパッタリング法で成膜すること
が好ましい。
【００７３】
　上部電極１４は、金属ダイアフラム１１が受けた圧力によって圧電薄膜層１３から発生
された電荷を下地層１２と共に取り出すものである。そして、取り出された電荷は、上部
電極１４と接触している信号出力棒３０を介して図示しない信号搬送ケーブルに検出信号
として伝達される。なお、上部電極１４の材料は、下地層１２と同様の材料を用いること
ができるが、同一のものである必要はなく、圧電薄膜層１３や電極３３との相性によって
適時選択すれば良く、またその構造は単層であっても複層であっても良い。
【００７４】
　次に、図３を用いて圧電素子１０と信号出力棒３０との構成について説明する。
【００７５】
　上述のように、圧電素子１０の上部電極１４と接触する信号出力棒３０の前端部には、
凹部３２が形成されているため、圧電素子１０と信号出力棒３０との間には、空間が形成
される。これにより、圧電素子１０は、外部から圧力を受けた際に、信号出力棒３０に妨
害されることなく上記空間の方向へ撓むことができる。
【００７６】
　なお、本実施の形態では、信号出力棒３０における凹部３２の形状は、図４（ａ）およ
び図４（ｂ）に示すようにリング状の円環状面としているが、これに限定されるものでは
ない。他の形状として例えば、図４（ｃ）に示すように、半球形状としても良い。また、
図４（ｄ）に示すように、信号出力棒３０における凹部３２の横断面が角形状であっても
良い。また、凹部３２の深さは、０．０１ｍｍ以上１０ｍｍ以下であることが好ましい。
【００７７】
　また、本実施の形態では、信号出力棒３０は凹部３２を有する棒状部材としているが、
円環状の電極層であっても良い。これにより、前記電極層の内部は中空空間が形成されて
いるので、圧電素子１０は前記電極層の空間方向に撓むことができる。
【００７８】
　次に、圧電センサ１の動作について図３に基づいて説明する。
【００７９】
　まず、金属ダイアフラム１１は、内燃機関シリンダ内部で振動等によって発生する圧力
を受ける。上記圧力を受け取った金属ダイアフラム１１には、圧力が加わる方向つまり信
号出力棒３０の凹部３２の空間方向に、その圧力に応じた撓みが発生する。そして、金属
ダイアフラム１１の撓みに付随して、下地層１２および圧電薄膜層１３にも同様に凹部３
２の内部方向に撓みが発生する。圧電薄膜層１３に撓みが発生することによって、圧電薄
膜層１３の内部には応力が発生する。そして、圧電薄膜層１３内部で発生した応力に応じ
た電荷が、圧電薄膜層１３から発生する。次に、圧電薄膜層１３の両面に配設された下地
層１２および上部電極１４が、圧電薄膜層１３で発生した上記電荷を取り出す。そして、
取り出された電荷が電極３３に伝達され信号出力棒３０を介して、図示しない信号搬送ケ
ーブルに検出信号として伝達される。この検出信号を測定することによって、内燃機関シ
リンダ内部で発生した圧力を検出することができる。以上のように、本実施の形態にかか
る圧電センサ１は、圧電素子１０の撓み効果を利用して、外部で発生する圧力を検出する
構成である。
【００８０】
　このように、本実施の形態の圧電素子１０は、信号出力棒３０に妨害されることなく凹
部３２の空間方向へ撓むことができる。これにより、外部で発生する圧力が僅かでも、圧
電素子１０を撓ませることができ、この撓みに応じて発生した電荷に基づいて上記圧力を
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検出することができる。したがって、感度の低い圧電素子を使用した場合にも、圧電素子
の撓み効果を利用することによって、高感度の圧電センサを得ることができる。
【００８１】
　ここで、圧電薄膜層１３から発生する電荷を信号出力棒３０に代えて導線を用いて取り
出す構成について説明する。図５は、圧電薄膜層１３から発生する電荷を導線により取り
出す圧電センサ１の概略構成を示す断面図である。
【００８２】
　本構成における筐体２０は、一端面のみが解放された円筒状部材であることが好ましい
。そして、前記一端面が金属ダイアフラム１１と接続されている。したがって、筐体２０
の内部には、密閉された空間が形成される。また、金属ダイアフラム１１の前記空間側の
面には、圧電薄膜層１３と上部電極１４とがこの順に成膜されており、上部電極１４には
導線６０が電気的に接続されている。
【００８３】
　これにより、外部からの圧力を受けることによって、圧電素子１０は上記空間の方向に
撓み、電荷を発生する。そして、この電荷は上部電極１４にて取り出され、導線を介して
信号搬送ケーブルに検出信号として伝達される。このように、筐体２０と圧電素子１０と
の間に空間を形成することによって圧力を受ける面と反対の面側、つまり空間の方向に圧
電素子１０が撓むことができる。したがって、圧電素子１０の撓み効果を利用して十分な
電荷を得ることができる。
【００８４】
　ここで、金属ダイアフラム１１の厚みと圧電薄膜層１３から発生する電荷量との関係に
ついて以下に説明する。
【００８５】
　例えば、金属ダイアフラム１１の厚みを薄くした場合には、その撓み量は大きくなる。
そのため、圧電薄膜層１３からは、より多くの電荷が発生する。また、金属ダイアフラム
１１の厚みを厚くした場合には、その撓み量は小さくなる。そのため、圧電薄膜層１３か
ら発生する電荷量は少なくなる。このように、金属ダイアフラム１１の厚みを変化させる
ことによって、圧電薄膜層１３から発生される電荷量を変化させることができる。つまり
、金属ダイアフラム１１の厚みを任意に設定することによって、圧電センサ１の感度を変
化させることができる。
【００８６】
　ここで、上部電極１４が、圧電薄膜層１３に生じる圧縮応力または引張応力によって発
生する電荷を取り出すように形成されていても良い。
【００８７】
　本実施の形態では、上部電極１４が、圧電薄膜層１３に生じる圧縮応力によって発生す
る電荷を取り出す構成について説明する。図６は、上部電極１４を圧電薄膜層１３の外周
側の領域のみに成膜した圧電素子１０の断面図である。
【００８８】
　圧電薄膜層１３は、金属ダイアフラム１１に生じる撓みに付随して撓みを発生すること
によって、その内部に圧縮応力と引張応力とが発生する。具体的には、図７に示すように
、圧電薄膜層１３の中央付近１０ａは、金属ダイアフラム１１の撓みにより両端方向へ引
っ張られる。これにより、圧電薄膜層１３の中央付近１０ａには引張応力が発生する。ま
た、圧電薄膜層１３の両端付近１０ｂは、収縮方向へ圧縮される。これにより、圧電薄膜
層１３の両端付近１０ｂには圧縮応力が発生する。
【００８９】
　ところで、圧縮応力によって発生する電荷と引張応力によって発生する電荷とは、その
極性が異なる。そのため、上部電極１４によって両応力により発生する電荷を取り出すと
、互いに相殺されてしまい十分な電荷を取り出すことができない。そこで、上部電極１４
を圧電薄膜層１３の圧縮応力が生じる範囲のみに成膜する。
【００９０】
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　上記の構成によれば、上部電極１４は、圧縮応力によって発生した電荷のみを引張応力
によって発生した電荷に相殺されることなく、圧電薄膜層１３から取り出すことができる
。したがって、上部電極１４は、圧電薄膜層１３から十分な量の電荷を取り出すことがで
きる。これにより、金属ダイアフラム１１に伝達される外部からの圧力が僅かでも、圧電
薄膜層１３からより多くの電荷を取り出すことができるため、内燃機関のシリンダ内部で
発生した僅かな圧力をも検出することができる。すなわち、検出感度をさらに向上させた
圧電センサ１を実現することができる。
【００９１】
　また、上部電極１４は、圧力が作用して圧電薄膜層１３の内部に生じる圧縮応力によっ
て発生する電荷および引張応力によって発生する電荷を、それぞれ個別に取り出すように
設けられていてもよい。具体的には、図８（ａ）および図８（ｂ）に示すように、上部電
極１４が、圧電薄膜層１３の外周側の領域および中央部寄りの領域にそれぞれ個別に設け
られている構成である。同図８（ａ）（ｂ）では、上記外周側の領域に設けられる電極を
外部電極１４ｂとして、上記中央部寄りの領域に設けられる電極を中心電極１４ａとして
図示している。なお、圧電薄膜層１３から発生する電荷を取り出すために、下部電極なる
下地層１２を圧電薄膜層１３の下面に設けてもよく、また、図８（ａ）（ｂ）に示すよう
に金属ダイアフラム１１の任意の位置に電極１４ｃを設けてもよい。上述の電極１４ａ・
１４ｂ・１４ｃには、それぞれ電気配線（図示せず）が接続されている。
【００９２】
　これにより、圧電薄膜層１３の外周側の領域に作用する圧縮応力によって発生する電荷
を外部電極１４ｂにより、また、圧電薄膜層１３の中央部寄りの領域に作用する引張応力
によって発生する電荷を中心電極１４ａにより、それぞれ個別に取り出すことができる。
【００９３】
　そのため、それぞれ個別に取り出した電荷を足し合わせることにより、十分な量の電荷
を検出することができる。なお、両者を足し合わせて、増幅した電荷（出力）を得るため
には、一方の電荷の極性を反転させることにより可能となる。これにより、圧電センサ１
の感度をより向上させることができる。
【００９４】
　なお、上部電極１４を圧電薄膜層１３の圧縮応力が発生する範囲に形成するために、上
部電極１４の形状を円環状に形成した構成としても良く、また、２個以上に分割した構成
としても良い。
【００９５】
　なお、上記の構成では、圧電薄膜層１３の両端に上部電極１４を設けているため、上部
電極１４間に空間が形成される。これにより、圧電薄膜層１３は、圧力を受けたとき信号
出力棒３０の方向へ撓むことができる。したがって、信号出力棒３０に凹部３２を設ける
ことなく、圧電薄膜層１３の撓みを利用して電荷を発生させることができる。
【００９６】
　さらに、上部電極１４を圧電薄膜層１３の引張応力が発生する範囲のみに成膜する構成
としても良い。これにより、上部電極１４は、引張応力によって圧電薄膜層１３から発生
した電荷のみを取り出すことができる。これにより、上述した圧縮応力により発生した電
荷のみを取り出す場合と同様の効果を得ることができる。
【００９７】
　また、図９（ａ）および図９（ｂ）に示すように、圧電薄膜層１３を圧縮応力と引張応
力とが発生する範囲それぞれに分割して金属ダイアフラム１１に成膜し、分割した圧電薄
膜層１３に対応して中心電極１４ａと外部電極１４ｂとを成膜する構成としても良い。そ
して、圧縮応力によって発生する電荷または引張応力によって発生する電荷のいずれか一
方の電荷の極性を反転させる構成とする。これにより、圧縮応力によって発生した電荷と
引張応力によって発生した電荷とを合算させた電荷を取り出すことができる。したがって
、圧電薄膜層１３から取り出すことのできる電荷をさらに増加させることができるため、
さらに高感度の圧電センサ１を実現することができる。
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【００９８】
　また、本実施の形態では、上部電極１４を圧電薄膜層１３に成膜する構成としているが
、特に限定されるものではなく、上部電極１４と圧電薄膜層１３とを信号線によって接続
する構成としても良い。これにより、圧電薄膜層１３に生じる圧縮応力または引張応力に
よって発生する電荷を信号線を介して検出することができる。
【００９９】
　ここで、図１０に示すように、金属ダイアフラム１１において圧縮応力が発生する範囲
のみに圧電薄膜層１３を成膜する構成としても良い。これにより、圧電薄膜層１３には圧
縮応力のみが働くため、上部電極１４は、圧縮応力によって発生する電荷のみを圧電薄膜
層１３から取り出すことができる。したがって、上記と同様、金属ダイアフラム１１に伝
達される外部からの圧力が僅かでも上部電極１４は圧電薄膜層１３からより多くの電荷を
取り出すことができる。すなわち、高感度の圧電センサ１を実現することができる。なお
、圧電薄膜層１３の形状は環状に形成した構成としても良く、また、２個以上に分割した
構成としても良い。また、圧電薄膜層１３を引張応力が発生する範囲のみに成膜する構成
としても良い。
【０１００】
　ここで、図１１および図１２に示すように、圧電薄膜層１３を前部筐体２２の前端壁２
２ｄに直接成膜し、前端壁２２ｄにおける圧電薄膜層１３が成膜される部分をダイアフラ
ム加工する構成としても良い。これにより、外部からの圧力を受ける前端壁２２ｄの撓み
に付随して、圧電薄膜層１３が信号出力棒３０に形成された凹部３２の内部方向へ撓むこ
とができる。そして、圧電薄膜層１３の撓みに応じて電荷が発生する。このように、圧電
素子１０を装着するための筐体２０が金属ダイアフラム１１としての機能を兼ねることが
できるため、金属ダイアフラム１１が不要になる。そのため、圧電素子１０の構成を簡略
化できるので、圧電センサを小型化することができ、コストを低減することができる。
【０１０１】
　なお、上記ダイアフラムの加工方法としては、例えば、機械加工、化学エッチング、放
電加工、レーザ加工等が挙げられる。そして、上記加工により、前端壁２２ｄにおける圧
電薄膜層１３が成膜される部分の厚みを０．００５ｍｍ以上１０ｍｍ以下とすることが好
ましい。
【０１０２】
　また、図１３に示すように、圧電薄膜層１３を成膜した前部筐体２２の前端壁２２ｄに
凹部２２ｅを設け、凹部２２ｅ内のエッジ部２２ｆの上方にのみ上部電極１４を設けた構
成としても良い。これにより、凹部２２ｅ内の上面に形成される圧力受部２２ｇが圧力を
受け、撓みが発生したとき、エッジ部２２ｆの上方に位置する圧電薄膜層１３には、圧縮
応力が生じ電荷が発生する。そして、この圧縮応力により発生した電荷を上部電極１４が
取り出すことができる。このように、金属ダイアフラム１１を使用することなく、筐体２
０の撓みを利用して十分な電荷を取り出すことができる。したがって、簡易な構成により
高感度の圧電センサ１を実現することができる。
【０１０３】
　なお、上述ように、上部電極１４の間には空間が形成されるので、圧電薄膜層１３は、
圧力を受けたとき信号出力棒３０の方向へ撓むことができる。したがって、信号出力棒３
０に凹部３２を設けない構成としても良い。
【０１０４】
　また、圧電薄膜層１３を成膜する前端壁２２ｄは、シリコン等の半導体によって形成さ
れていても良い。シリコンを用いることにより、大量生産が可能となり安価で小型の圧電
センサ１を実現することができる。図１４は、図１３に示した前端壁２２ｄをシリコンに
より形成した場合の圧電センサ１の概略構成を示す断面図である。
【０１０５】
　ここで、本実施の形態では、圧電薄膜層１３を下地層１２に成膜する構成としているが
、圧電薄膜層１３を金属ダイアフラム１１に直接成膜する構成としても良い。なお、本実
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施の形態のように下地層１２を設けた場合には、ダイアフラムは金属に限定されるもので
はなく、例えば、高分子や金属酸化物、金属窒化物、シリコン等の半導体を用いても良い
。
【０１０６】
　また、本実施の形態に用いる圧電薄膜層１３の材料は、窒化アルミニウム（ＡＩＮ）を
用いることが好ましい。その理由としては、窒化アルミニウムは、高温下でも安定した圧
電特性を有し、また鉛等の重金属を使用していないため環境に影響も少ないことである。
なお、圧電薄膜層１３は、キュリー温度の存在しない圧電材料であれば他の材料を用いて
も良い。この「キュリー温度の存在しない圧電材料」とは、圧電特性を有し、かつ温度の
上昇に伴った極性転位を起こさない材料であり、例えばウルツ鉱構造の結晶構造をもつ物
質が挙げられる。ウルツ鉱構造の結晶構造をもつ物質としては、具体的には、窒化アルミ
ニウム（ＡｌＮ）や酸化亜鉛（ＺｎＯ）等が挙げられる。
【０１０７】
　このような圧電材料は、結晶が融解あるいは昇華するまで圧電特性を失うことがない。
また、ウルツ鉱構造の結晶構造をもつ物質は、結晶に対称性が存在しないため圧電特性を
備えており、また強誘電体ではないのでキュリー温度が存在しない。そのため、上記圧電
材料からなる圧電素子は、耐熱性に優れ、圧電特性が劣化することがなく、内燃機関のシ
リンダ内部のように５００℃近い高温中に曝されたとしても、その圧電素子としての機能
を失うことがない。したがって、圧電素子の冷却装置を使用することなく、内燃機関シリ
ンダ内での使用が可能となる。このように、上記圧電材料からなる圧電素子は、耐熱性に
優れ、高温でも圧電特性が劣化することがない。また、加工性に優れ、薄膜化を図る上で
も適している。
【０１０８】
　ここで、キュリー温度が存在しない圧電材料の薄膜を形成する方法については、公知の
技術を用いて実現することができる。具体的には、酸化物系、炭素系、窒素系またはホウ
化物系セラミックスの焼結体や石英ガラスからなる絶縁性の基板や、インコネル又はＳＵ
Ｓ６３０相当のような耐熱性金属材料からなる導電性基板上に圧電性セラミックスを極性
制御しながら単結晶状に成長させることによって薄膜を形成することができる。
【０１０９】
　また、本発明の圧電センサ１の圧電薄膜層１３の厚さは、０．１μｍから１００μｍの
範囲とすることが好ましい。また、０．５μｍ以上２０μｍ以下とすることがより好まし
く、１μｍ以上１０μｍ以下とすることがさらに好ましい。圧電薄膜層１３の厚さが、０
．１μｍより薄いと下地層１２と上部電極１４との間で短絡が発生しやすく、１００μｍ
より厚いと成膜時間が長時間になってしまう。
【０１１０】
　また、圧電薄膜層１３は、良好な圧電特性を保つために、その双極子配向度を７５％以
上とすることが好ましく、９０％以上とすることがさらに好ましい。この双極子配向度と
は、電気双極子をなす結晶柱の薄膜表面の極性が正あるいは負の、同一方向のものが占め
る割合である。もし、結晶柱の極性の方向が完全にランダムであれば、それぞれの結晶柱
の圧電性は互いに打ち消しあって、薄膜全体では圧電性が消滅してしまう。圧電薄膜層１
３の双極子配向度が７５％より小さいと、見かけ上の圧電定数ｄ３３が双極子配向度１０
０％のときの半分以下になってしまい、圧電薄膜層１３の圧電特性が劣化し、良好に圧力
を検出できなくなるためである。双極子配向度が７５％以上であれば、十分な圧電特性を
確保することができる。
【０１１１】
　上記双極子配向度を７５％以上とするためには、結晶柱が成長する際に最初の原子をそ
ろい易くする必要があり、下地層１２の材料は圧電薄膜層１３の材料と同じ成分の金属、
例えば、圧電薄膜層１３にＡｌＮを用いる場合には下地層１２をＡｌ、圧電薄膜層１３に
ＺｎＯを用いる場合には下地層１２をＺｎとすることが好ましい。また、下地層１２を複
層とする場合には、最上層、つまり圧電薄膜層１３と接する層を圧電薄膜層１３の材料と
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同じ成分の金属を材料とするのが好ましい。
【０１１２】
　また、本実施の形態では、圧力伝達部材として金属ダイアフラム１１を用いたが、金属
ダイアフラム１１から圧力伝達棒等の他の部材を介して、圧電薄膜層１３に圧力を伝達す
る構成であっても、耐熱性に優れ、冷却手段が不要な圧電センサ１を実現することができ
る。
【０１１３】
　また、圧力伝達部材は、金属ダイアフラム１１に限定されるものではなく、例えば、ガ
ラス基板などのセラミックスであってもよい。具体的なセラミックスとしては、酸化アル
ミ、酸化マグネシウム、酸化ジルコニア、 酸化チタン、酸化イットリウム、酸化ケイ素
などの酸化物系セラミックスや、窒化アルミ、窒化ケイ素、窒化ホウ素、窒化ガリウムな
どの窒化物系セラミックスや、炭化ケイ素、炭化タングステンなどの炭化物系セラミック
スや、二ケイ化モリブデンなどのケイ化物系セラミックスなどが挙げられる。これにより
、金属と比較して、耐腐食性、耐熱性および耐圧性などが向上する。なお、ガラス基板を
用いたときの圧電センサの特性を調べた実験結果については後述する。
【実施例】
【０１１４】
　本実施の形態にかかる圧電センサ１について、圧電素子１０に加えられる圧力に対する
圧電素子１０から発生される電荷量を測定する実験を行った。
【０１１５】
　図１５は、本実験に用いた測定系を示すものである。具体的には、圧電素子１０を円筒
状のガラス管で覆い、その内部に大気圧と等しい密封空間を作る。そして、圧電素子１０
の上部電極１４とアンプとをローノイズ同軸ケーブルにより接続し、アンプはオシロスコ
ープと接続する。なお、本実験では、スパッタリング法により、厚さ０．２ｍｍのインコ
ネル６０１の金属ダイアフラム１１上に厚さ２００ｎｍの上部電極１４と厚さ１μｍの窒
化アルミニウム（圧電薄膜層１３）とを成膜したＡタイプと、上記金属ダイアフラム１１
上に上記窒化アルミニウムを成膜したＢタイプの２種類の圧電素子１０を用いた。
【０１１６】
　上記測定系において、密封空間の大気圧を一気に抜き急減圧させる。このとき、圧電素
子１０の金属ダイアフラム１１は、この急減圧に伴い密封空間の方向へ力を受け撓みが発
生する。そして、金属ダイアフラム１１の撓みに付随して圧電薄膜層１３が撓み、その内
部に応力が発生する。そして、圧電薄膜層１３内部に発生した応力によって、圧電薄膜層
１３から電荷が発生する。このとき発生した電荷を上部電極１４が取り出し、オシロスコ
ープによって測定することができる。
【０１１７】
　図１６は、上記密封空間を急減圧させたときの圧電素子１０から取り出された電荷量を
測定した波形図である。また、図１７は、圧電素子１０に加えられる力と図１６の波形図
に示す信号振幅から求めた電荷量との関係を示したグラフであり、図１８は、上記力と上
記電荷量とから換算した、圧力と出力電圧との関係を示したグラフである。
【０１１８】
　図１７の結果より、金属ダイアフラム１１に加えられる力と上部電極１４から取り出さ
れる電荷量とは比例関係となることが分かった。そして、この比例関係を示す直線の傾き
は、見かけ上の圧電定数ｄ３３（ｐＣ／Ｎ）、つまり圧電素子１０の圧電定数を示してい
る。ここで、圧電素子１０の撓み効果を利用しない従来の構成では、その圧電定数ｄ３３
は、ｄ３３＝２であった。これに対して、本実施の形態における圧電素子１０の撓み効果
を利用した場合には、圧電素子１０の圧電定数ｄ３３は、上記Ａタイプでｄ３３＝３０．
８０８、上記Ｂタイプでｄ３３＝２２．３０５であった。このように、圧電素子１０の撓
み効果を利用することによって、圧電素子１０の圧電定数ｄ３３の値が大幅に増加するこ
とが分かった。
【０１１９】
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　次に、図８（ａ）（ｂ）に示す構成、つまり圧電薄膜層１３の上面における外周側の領
域に外部電極１４ｂ、中央部寄りの領域に中央電極１４ａをそれぞれ個別に設け、金属ダ
イアフラム１１の任意の位置に電極１４ｃを設けた構成において、圧電素子１０に加えら
れる圧力に対する圧電素子１０（圧電薄膜層１３）から出力される電圧を測定する実験を
行った。
【０１２０】
　図１９は、本実験に用いた測定系を示すものである。この測定系は、上述した図１５の
測定系と同等であり、厚さ０．２ｍｍのインコネル６０１の金属ダイアフラム１１上に厚
さ１μｍの窒化アルミニウム（圧電薄膜層１３）を成膜し、その上に厚さ０．０５～０．
３μｍの中央電極１４ａおよび外部電極１４ｂを設けた圧電素子を使用している。なお、
金属ダイアフラムの一端には、厚さ０．０５～０．３μｍの電極１４ｃを設けている。そ
して、外部電極１４ｂと電極１４ｃとをローノイズ同軸ケーブルを介してアンプ１に接続
すると共に、中央電極１４ａと電極１４ｃとをローノイズ同軸ケーブルを介してアンプ２
に接続し、アンプ１，２はそれぞれオシロスコープと接続する。
【０１２１】
　図２０は、上記測定系において、圧電素子１０に圧力を印加したときの圧電薄膜層１３
から出力される圧力の波形を示すグラフである。なお、上記測定系では、圧電素子１０の
出力特性を容易に得られるように、本来、圧電素子１０に印加される方向とは反対側の方
向から圧力を印加している。
【０１２２】
　図２０に示すように、アンプ１に接続される外部電極１４ｂおよびアンプ２に接続され
る中央電極１４ａから、同時に出力信号を検出できることが分かった。このように、複数
の電極を用いた場合でも、それぞれにおいて同時に出力信号を検出できることが分かった
。これにより、出力信号の極性を合わせることにより、個別に検出された出力信号を足し
合わせることが可能となる。したがって、外部から印加される圧力が僅かでも、より大き
な出力を得ることができるため、圧電センサの感度を向上させることができる。
【０１２３】
　次に、本実施の形態にかかる圧電センサ１における温度特性および周波数特性を調べる
実験を行った。
【０１２４】
　図２１は、圧電センサ１の温度変化に対する圧電応答性の変化を測定したグラフである
。なお、圧電応答性は、１ニュートン（Ｎ）当たりの電荷量、すなわち圧電定数を測定す
ることにより考察できる。図２１に示すように、圧電センサ１は、６００℃まで安定した
圧電特性を維持できることが分かった。これにより、本実施形態における圧電センサ１に
よれば、構造物内部等の５００℃程度の高温環境下において、安定した測定が可能となる
。
【０１２５】
　また、図２２は、圧電センサ１における周波数特性を示すグラフである。図２２に示す
ように、０．３Ｈｚ～１００Ｈｚまで測定可能であることが分かった。
【０１２６】
　次に、本実施の形態にかかる圧電センサ１において、圧力伝達部材にガラス基板１１ａ
を用いた場合の圧電素子１０に加えられる圧力に対する圧電素子１０（圧電薄膜層１３）
から発生される電荷量を測定する実験を行った。
【０１２７】
　図２３（ａ）は、圧電センサ１において、圧力伝達部材にガラス基板１１ａを用いた場
合の圧電素子１０の概略構成を示す平面図であり、図２３（ｂ）は、本実験に用いた測定
系を示すものである。この測定系では、厚さ１ｍｍのガラス基板１１ａ上に、厚さ１μｍ
の窒化アルミニウム（圧電薄膜層１３）を成膜し、その上に厚さ０．０５～０．３μｍの
上部電極１４を設けた圧電素子を使用している。なお、ガラス基板１１ａと圧電薄膜層１
３との間には下部電極１２を設けている。そして、下部電極１２および上部電極１４とア
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ンプとをそれぞれローノイズ同軸ケーブルにより接続し、アンプはオシロスコープと接続
する。
【０１２８】
　図２４は、上記測定系において、圧電素子１０に圧力を印加したときの圧電薄膜層１３
から発生する電荷量を示すグラフである。図の結果より、ガラス基板１１ａに加えられる
力と圧電薄膜層１３から取り出される電荷量とは比例関係となることが分かった。そして
、この比例関係を示す直線の傾きから圧電応答性すなわち圧電定数ｄ３３（ｐＣ／Ｎ）を
算出すると、ｄ３３＝７５．４となった。ここで、窒化アルミニウムを用いた従来の構成
では、上述のようにｄ３３＝２であった。このように、圧力伝達部材にガラス基板を用い
た場合でも、圧電素子１０の撓み効果を利用することによって、圧電素子１０の圧電定数
ｄ３３の値が大幅に増加することが分かった。
【産業上の利用可能性】
【０１２９】
　本発明の圧電センサは、高温環境下において被測定物の振動、圧力等を検出することが
できるため、原子力発電所等のプラントにおけるパイプやタンク内の高温高圧流体の圧力
変動計測等へも適用できる。
【図面の簡単な説明】
【０１３０】
【図１】本発明の一実施形態を示すものであり、圧電センサの概略構成を示す断面図であ
る。
【図２】図１に示した圧電センサにおける圧電素子を示す断面図である。
【図３】図１に示した圧電センサにおける圧電素子と信号出力棒との関係を示す断面図で
ある。
【図４】図４（ａ）は円柱状の凹部を有する信号出力棒の縦断面図であり、図４（ｂ）は
円柱状の凹部を有する信号出力棒の横断面図であり、図４（ｃ）は半球状の凹部を有する
信号出力棒の縦断面図であり、図４（ｄ）は角柱状の凹部を有する信号出力棒の横断面図
である。
【図５】導線を使用して圧電素子から発生する電荷を取り出す圧電センサの概略構成を示
す断面図である。
【図６】図１に示した圧電センサにおいて上部電極を圧電薄膜層の外周側の領域のみに成
膜した圧電素子の断面図である。
【図７】図１に示した圧電センサにおいて圧電素子に撓みが発生したときの断面図である
。
【図８】図８（ａ）は図１に示した圧電センサにおいて上部電極を圧電薄膜層の外周側の
領域および中央部寄りの領域にそれぞれ個別に設けた場合の圧電素子の平面図であり、図
８（ｂ）は当該圧電素子のａ－ａ断面図である。
【図９】図９（ａ）は図１に示した圧電センサにおいて圧電薄膜層と上部電極とを分割し
て成膜した圧電素子の断面図であり、図９（ｂ）は当該上部電極の平面図である。
【図１０】図１に示した圧電センサにおいて圧電薄膜層を外周側の領域のみに成膜した圧
電素子の断面図である。
【図１１】図１に示した圧電薄膜層を筐体の前端壁に直接成膜した場合の圧電センサの概
略構成を示す断面図である。
【図１２】図１に示した圧電薄膜層を筐体の前端壁に直接成膜した場合の筐体を拡大した
断面図である。
【図１３】図１に示した圧電薄膜層を成膜した筐体の前端壁に凹部を設け場合の圧電セン
サの概略構成を示す断面図である。
【図１４】図１３に示した凹部を有する前端壁をシリコンにより形成した場合の圧電セン
サの概略構成を示す断面図である。
【図１５】本実施形態にかかる圧電センサについて圧電素子に加えられる圧力に対する圧
電素子から発生される電荷量を測定するための測定系を示す断面図である。
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【図１６】上記測定系において圧電素子から取り出された電荷量をオシロスコープによっ
て測定した結果を示す波形図である。
【図１７】上記測定系において圧電素子に加えられる力とオシロスコープによって測定さ
れた波形図に示す信号振幅から求めた電荷量との関係を示したグラフである。
【図１８】上記測定系において圧電素子に加えられる力とオシロスコープによって測定さ
れた波形図に示す信号振幅から求めた電荷量とから換算した圧力と出力電圧との関係を示
したグラフである。
【図１９】図８（ａ）および図８（ｂ）に示す圧電素子に加えられる圧力に対する当該圧
電素子から発生される電荷量を測定するための測定系を示す断面図である。
【図２０】図１９に示す測定系において圧電素子に圧力が印加されたときの、当該圧電素
子から出力される電圧の波形を示したグラフである。
【図２１】本実施形態にかかる圧電センサの温度変化に対する圧電応答性の変化を測定し
たグラフである。
【図２２】本実施形態にかかる圧電センサにおける周波数特性を示すグラフである。
【図２３】図２３（ａ）は、本実施の形態にかかる圧電センサにおいて、圧力伝達部材に
ガラス基板を用いた場合の圧電素子の概略構成を示す平面図であり、図２３（ｂ）は、当
該圧電素子に加えられる圧力に対する当該圧電素子から発生される電荷量を測定するため
の測定系を示す断面図である。
【図２４】図２３（ｂ）に示す測定系において、圧電素子に圧力を印加したときの圧電薄
膜層から発生する電荷量を示すグラフである。
【符号の説明】
【０１３１】
　１　　圧電センサ
　２　　信号伝達部
１０　　圧電素子
１０ａ　中央付近
１０ｂ　両端付近
１１　　金属ダイアフラム（圧力伝達部材）
１２　　下地層
１３　　圧電薄膜層
１４　　上部電極
２０　　筐体
２１　　後部筐体
２２　　前部筐体
２２ｄ　前端壁
３０　　信号出力棒（導電部材、電極層）
３２　　凹部
４０　　電気絶縁環柱
５３　　開口部
６０　　導線
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